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抄録
2020年 4 月に改正健康増進法および東京都受動喫煙防止条例が施行となり，東京都では約 8 割以上，
他の地域では約半数の飲食店において，屋内完全禁煙または喫煙専用室を設置した完全分煙に移行す
る対象となる．WHOのたばこ規制枠組条約（FCTC）の基準に比べると日本の改正健康増進法や東京
都・大阪府受動喫煙防止条例における飲食店の受動喫煙規制は厳しくないと批判される．喫煙専用室
や飲食可能な加熱式たばこ喫煙専用室の設置を許容しているためである．

FCTC批准国においては2018年12月時点で約半数が屋内完全禁煙にする法律が国レベルで施行され
ている．諸外国においては日本よりも先行して法規制がなされたが，その遵守状況や国民の反応は良
好であった．アイルランドでは法施行半年後の遵守状況が94％と高く，国民にとっても法施行がなさ
れた2004年の重大な出来事として記憶された．日本では法施行前のデータであるが，飲食店における
受動喫煙の機会は70％以上に上り，病院・診療所に次いで禁煙化を望む声が多かった．特に若年層に
とっては職場の宴会が喫煙可能店での開催する点が参加へのハードルとなっていることも明らかと
なった．一般住民は諸外国でも日本でも飲食店における受動喫煙に対する法規制に対しては歓迎して
いることが示された．
一方，法案が出たころから，飲食関係の業界団体からは「反対」の意見が出された．東京都や大阪
府が実施した飲食店を対象とした調査では，意見は分かれており，法規制に前向きな意見も半数近く
あった．このような状況下での法施行により，経過措置対象である飲食店においても禁煙化に踏み切
れるように，先行して禁煙化した飲食店の声をまとめた．禁煙化のメリットや喫煙者への対応，新型
たばこの扱いなどを共有し，禁煙化の後押しになるように，Webおよび冊子発行により情報発信した．
法施行後の課題としては遵守状況の確認や店舗外での喫煙に関する近隣トラブルや路上喫煙との関
係などがあげられる．また将来的にFCTCの基準に進めていく上で，喫煙室を設置した店に対する撤
去費用の負担などが考えられる．新型コロナウィルスの感染拡大に伴い，飲食店にとって厳しい情勢
下であるが，肺炎重症化を防ぐ上でも，飲食店の受動喫煙防止の姿勢を強化してほしい．

キーワード：改正健康増進法，飲食店，受動喫煙対策
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I．はじめに

2020年 4 月に改正健康増進法および東京都受動喫煙防
止条例が施行となり，東京都では約 8 割以上，他の地域
では約半数の飲食店において，屋内完全禁煙または喫煙
専用室を設置した完全分煙に移行する対象となる．対象
外の店舗であっても，喫煙可能な店舗は届け出が必要と
なり，未成年の立ち入りが禁じられるため，自主的に屋
内完全禁煙に移行する飲食店も増える可能性があるが，
地域間において格差が生じると予想される．
飲食店にとっては，喫煙可能店舗から禁煙に変更する

ことによる売り上げの低下・顧客離れが最も大きな不安
となっている．2020年 2 ～ 3 月に生じた新型コロナウィ
ルスの感染拡大に伴う会合の自粛により，飲食店の売り
上げは低下している中， 4 月以降の飲食店の受動喫煙対
策の動向が懸念される．

II．飲食店に対する各種法規制の概要

2020年 4 月から施行された改正健康増進法，東京都受
動喫煙防止条例と段階的に施行される大阪府受動喫煙防
止条例，世界保健機構のたばこ規制枠組み条約（Frame-

work Convention on Tobacco Control: FCTC）の飲食店に
おける受動喫煙に対する規制について表 1 に示した．左
から順に規制対象が厳しくなっている．日本の規制の特
徴としては，喫煙室の設置や加熱式たばこへの許容があ
げられる．これは法や条例が成立する際にかなり議論と
なった点で，たばこ対策にかかわる専門家からは「国際
基準に外れる」「中途半端である」という批判も出された．
法規制を遵守しなかった場合，まず，都道府県知事か
らの指導が行われる．繰り返しの指導により改善が見ら
れなかった場合に，当該施設の公表や勧告・命令がなさ
れる．それでも改善されない場合に，過料（罰金）が徴
収されるという流れである．違反，即罰金というわけで
はないため，行政の担当課としてはどの程度遵守される
のかが不安材料であるだろう．また，違反については．
住民からのメールや電話等による「通報」の仕組みに頼
らざるを得ないという．

III．法規制の諸外国における状況

世界保健機構が発行する最新のMPOWER・2018年
版によれば，FCTC批准195か国の飲食店（レストラン，
パブとバー）の2018年12月現在の受動喫煙防止に関する

Abstract
In April 2020, the Revised Health Promotion Act and the Tokyo Metropolitan Ordinance to Prevent Ex-

posure to Second-Hand Smoke were enacted. In Japan, 50% of restaurants and bars, with over 80% of them 
in Tokyo, will be asked to forbid indoor smoking. It is criticized that the Act and Ordinance are not so strict 
as compared to the Framework Convention on Tobacco Control (FCTC) of WHO, because those permitted 
to install smoking rooms inside in Japan.

About half of the member countries of the FCTC had the smoke-free legislation for restaurants and bars 
in December 2018. In many countries that started the smoke-free legislation for restaurants and bars be-
fore Japan, the compliance and acceptance by the general population were good. In Ireland, where smoke-
free legislation was started in 2004, the compliance of restaurants and bars was 94% after six months. Irish 
peopleʼs response to the legislation was big news in 2004. In Japan, according to the survey before the 
enforcement of the Act and Ordinance, over 70% of the general population experienced second-hand smoke 
at restaurants or bars, and desired to stop it. For the young generation, it was a hurdle to attend an official 
party at a smoking restaurant. Most of the general population welcomed the smoke-free legislation in Japan 
and other countries.

On the other hand, some restaurant and bar organizations opposed the legislation in Japan. According to a 
survey of restaurants and bars in Tokyo and Osaka, about half agreed to the legislation. Under such a situa-
tion, we summarized a “response” from restaurants and bars that had started non-smoking before the legis-
lation. Positive aspects of non-smoking, ways to deal with smokers and new tobacco products are shown in 
the booklet to boost for restaurants and bars.

We have some issues such as compliance and outdoor smoking after the non-smoking legislation in Japan. 
In addition, the cost for the removal of smoking rooms should be considered, because the Act and Ordinance 
allowed their installation. At the moment, although it is a very difficult time for restaurants and bars due to 
COVID-19, I hope that many of them start a smoke-free environment in order to avoid severe pneumonia.

keywords: revised Health Promotion Act, restaurants and bars, control of second-hand smoke exposure
(accepted for publication, March 30, 2020)



J. Natl. Inst. Public Health, 69 (2) : 2020

伊藤ゆり

116

法規制（Smoke-free legislation）の有無は図 1 のように
なっており，不完全なものを含めると約53％がレストラ
ンについて，約50％がパブ・バーについても屋内完全禁
煙にする法律が施行されている．高所得国（High-income 
countries）に限るとこの割合はそれぞれ約61％，約58％
となる．この集計時において，日本は飲食店における受
動喫煙防止に関する法規制はなしに分類されている[1]．

MPOWER・2008年版の発行された頃は，いくつかの
高所得国の一部が先進的に国全体で飲食店における受動
喫煙防止の法規制を実施し始めたところであった．飲食
店を含む受動喫煙防止の法規制が施行された国や地域に
おける一般住民の多数が法施行に賛成していた．ニュー
ジーランドでは69％（うち喫煙者の 3 分の 2 ），ニュー
ヨーク市やカリフォルニア州では，80％弱，アイルラン
ドでは90％以上，ウルグアイでは80％が，バーやレスト
ランにおける完全禁煙の法律を支持した[2]．
その当時から，先行して法施行した一部地域における

データを用いた研究結果より，飲食店における受動喫煙
防止の法規制は経営における負の作用がないことが示さ
れていたが，2004年に世界で初めてアイルランドにおい

て国全体で飲食店における受動喫煙防止の法規制を施行
する際には，たばこ産業は，喫煙はパブ文化の一部であ
り，法規制によりパブ経営者に不利な状況を与えると論
じ，パブ経営者たちも大きく抵抗していた．また，その
コンプライアンスについても案じる声があった．しかし，
Office of Tobacco Controlの報告によれば，法施行の 6 か
月後の調査によれば94％の店舗が受動喫煙防止を遵守し
ていたという．コンプライアンスに関する電話による通
報は最初の一か月に1524件と多かったが， 6 か月後には
145件まで減少した．パブの売り上げに関しては，法施
行前からの利用客や売り上げの減少があり，法施行後も
減少していたが，半年後の 3 か月間は増加に転じた．ア
イルランド国民にとってパブを含むすべての飲食店にお
ける禁煙化は2004年の最も重要な出来事として記憶され
たという[3]．
2006年に飲食店の全面禁煙が法施行した香港において，
法施行前に一般住民への調査を行っており，68.9％が全
面禁煙の法律を支持していた[4]．

FCTC全加盟国

低中所得国

高所得国

42.1 10.8 47.2

43.5 5.8 50.7

38.6 22.8 38.6

FCTC全加盟国

低中所得国

高所得国
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図 1　 FCTC批准195か国の飲食店（レストラン，パブとバー）にお
ける受動喫煙防止に関する法規制（Smoke-free legislation）: 
MPOWER 2018より

表 1　飲食店に対する受動喫煙に対する法規制
改正健康増進法 大阪府受動喫煙防止条例 東京都受動喫煙防止条例 FCTCたばこ規制枠組み条約

施行時期 2020年 4 月
①2020年 4 月
②2022年 4 月
③2025年 4 月

2020年 4 月 2005年

屋内完全禁煙の対象

原則屋内禁煙

飲食店を含む全ての職場
客席面積100㎡超（約45％）

①客席面積100㎡超
②従業員のいる店
（努力義務）
③客席面積30㎡超

従業員のいる店（約84％）

経過措置 個人または資本金5000万円
以下で客席面積100㎡以下

府既存特定飲食提供施設
客席面積30㎡以下 従業員を雇っていない店 なし

店舗内喫煙専用室 設置可

換気や空気清浄装置を用
いた喫煙室などの工学的
な対策では不十分として
不可

加熱式たばこの扱い 飲食可能な喫煙室（加熱式たばこ専用の喫煙室）で可 加熱式たばこも規制対象
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IV．法規制に対する国民の反応

日本における受動喫煙防止に関しての国民の反応は，
各種調査によって報告されている．国民生活基礎調査に
よれば，2003年には70.9％の人が 1 か月以内に飲食店で
受動喫煙の機会を有していたが，2017年には42.4％まで
減少した[5]．一方，東京都の調査では 1 年間に飲食店
で受動喫煙の機会を有した人は2018年では77.3％であり，
2016年の73.6％よりやや上昇していた．また，若年層ほ
ど飲食店において受動喫煙にあった割合は高かった．ま
た都民が受動喫煙の防止を望む施設は病院・診療所の
75.4％に次いで飲食店が73.8％と高かった[6]．
大阪府において2012年の調査では74.3％の人がスナッ

クやバー等子どもの利用が想定されていない飲食店にお
いても全面的に禁煙にする方が望ましいと回答している
[7]．
2018年に日本医療政策機構が実施したインターネット

による世論調査では61％の人が飲食店での受動喫煙を経
験しており，58.1％が喫煙可能な飲食店への入店を避け
ると回答した．分煙であっても25.1％の人が入店を避け
ると回答した[8]．
株式会社リクルートライフスタイル・Hot Pepper外食

総研が実施した法施行前の飲食店での喫煙・禁煙に関す
る消費者意識の変化についてのアンケート調査では，飲
食店を選ぶ際に「禁煙にこだわる」人が56.9％と過半数
を超えた．回答者の喫煙習慣別では全体の17.0％を占め
る喫煙習慣のある回答者では，「喫煙にこだわる」人が
40.7％であったが，83.0％を占める非喫煙の回答者では
「禁煙にこだわる」人が67.3％と高い割合を示した．興
味深いのは，これまで「会社・仕事関係」の宴会・飲み
会について，喫煙を気にして参加をためらったことがあ
るか，という設問で，16.1％の回答者が「参加をためらっ
たことがある」と回答している．20～40代の女性に限る
と20％近い回答があった．改正健康増進法の施行後であ
る2020年 4 月以降についての参加意向についての設問で
は，そのうちの約 3 分の 2 の回答者が「今後は参加した
いと思う」と回答していた．飲食店にとって会社の宴会
は「大口の顧客」であるため，禁煙化に伴う団体客の増
減が気になるところであるが，消費者にとってはむしろ
ポジティブな作用があることがわかった．
上記の各種調査報告より，喫煙率が男女計で20％を
切った現在の日本において，飲食店の全面禁煙化は多く
の国民には歓迎されていることがわかる．

V．法規制に対する飲食店の反応

国民の歓迎ムードとは対照的に飲食店にかかわる各種
団体は改正健康増進法の策定に際し，大きく反発した．
2017年に東京都が実施した飲食店を対象としたアンケー
ト調査[6]では，この時点で改正健康増進法および東京
都受動喫煙防止条例の具体的な規制内容については決定

されていなかったが，国の法律による全国的な規制につ
いて，「法律による規制がある方が良い」と回答した店
舗は47.5％で，「法律による規制はしてほしくない」と
回答した46.0％をわずかに上回った．また，「罰則付き
法律を制定する」に対しては51.0％，「適用除外施設を
設けた罰則付き法律を制定する」と回答したのは20.1％
で，合わせて 7 割以上の店舗が「罰則付きの法律の制定」
に賛同していた．東京都や区市町村の条例による独自の
規制についても「条例による規制がある方が良い」と回
答したのは50.4％であり，「条例による規制はしてほし
くない」と回答した42.3％を若干上回った．罰則に関し
ては国の法律と同様， 7 割の店舗が賛同した．望ましい
規制内容としては，「喫煙可，分煙，禁煙はお店が選択し，
喫煙を認める場合は喫煙，分煙の店頭表示を義務化」と
回答したのは29.7％で最も多かったが，次いで，「建物
内禁煙（喫煙室設置不可）を義務化」と22.5％が回答し
た．飲食店業界の団体として，反対や反発を表明してい
たが，この調査に回答した東京都の飲食店では，比較的
法規制に対し前向きに考えている店舗も多く，大多数が
反対，というわけではないことが分かった．また，法規
制により建物内禁煙または建物内完全分煙の義務化によ
る店舗経営の影響についても「売上げが減少する」と回
答したのは24.2％にとどまり，36.2％は売上に影響はない
と回答していた[6]．
大阪府においても2018年に飲食店を対象とした調査が
実施された[9]．設問は東京都の調査とは異なり，法規
制に対しての回答は自由記載であったが，自由記載欄に
何らかの記載があった457店舗中，181店舗（39.6％，全
回答者の14.2％）が屋内禁煙に対して賛同する意見を
示し，最も多かった．東京都の調査に回答した店舗は
44.7％が店内を全面禁煙にしていたが，大阪府の調査に
回答した店舗ですでに全面禁煙にしていたのは25.1％で
あった[9]．東京都の条例は2020年 4 月に施行されるが，
大阪府の法施行は2025年であるため，改正健康増進法施
行後の飲食店における受動喫煙対策の状況についても，
地域間で差が開く可能性がある．
著者が運営する「屋内完全禁煙の飲食店を応援するサ
イトQuemlin【ケムラン】」は，一般住民のボランティ
アが特派員として，完全禁煙の飲食店を登録するサイト
であり，法施行に先んじて受動喫煙対策を講じている飲
食店への各種聞き取りを行っている[10,11]．改正健康増
進法の規制内容が議論され始めた2016年頃から，喫煙可
能店から禁煙店に移行する店舗が増えつつある感触があ
る．メディアなどの報道により，飲食店の経営者は「時
代は禁煙化」，「非喫煙者が 8 割を占めるので，売上げを
考えたら禁煙がベター」など，法施行を待たずに禁煙
化に踏み切る店舗は少なくない．また，2020年 4 月に法
施行を控え，半年前の2019年10月や年が変わった2020
年 1 月に禁煙に移行した店も増えつつある．「喫煙可能
店舗」としての登録の煩わしさや喫煙室の設置が困難で
ある，未成年の入店への制限などが，喫煙可能店を継続
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するハードルとなり，「禁煙化」に移行する店舗が少な
くないためであると推察する．

VI．飲食店への禁煙化の後押し

表 1 でまとめたように，日本では2020年 4 月以降，原
則屋内禁煙であるものの東京都以外の地域では約半数以
上の店舗が該当する「経過措置」が存在する．日本たば
この広告では，原則屋内禁煙の文字が非常に小さく印字
され，「このようなお店では喫煙可能です」と経過措置
対象店や喫煙専用室，加熱式たばこ喫煙専用室の設置に
対するPRが多くなされた．そのような状況下で，上述
のように禁煙に踏み切る飲食店を増やすためにも，法施
行に先立って禁煙にした飲食店にインタビューを行い，
飲食店禁煙化のメリットや課題への対応について冊子を
まとめて，発行した（図 2）[12]．
禁煙にしたきっかけとしては「店主，家族の体調不良」

や「客同士のトラブル」が多い．禁煙にしたことで，店
主・従業員・家族の体調がよくなった，味覚を失わずに
済んだ，などの声が聞かれた．禁煙にしたメリットとし
ては「客単価があがった」「掃除が楽になった」「アルバ
イトが志願してきた」などの点が挙げられた．禁煙化の
告知方法としては「行政からの指導により」という文言
を使用したり「事前に貼り紙」という周知方法を用いた
りしていた．経過措置の対象店舗であっても法施行はま
さに客に受け入れられる禁煙化の理由となるだろう．
喫煙者に対する対処方法も禁煙に移行する飲食店の悩

みの種である．トイレなどの死角で勝手に吸ってしまう
客への対応として，おしゃれな禁煙マークを設置するな

どの工夫も見られた．店舗外での喫煙場所に案内する，
携帯灰皿を貸し出すなどの工夫もあった．加熱式たばこ
や電子タバコなどの新型たばこはたばこではないでしょ
う？と喫煙してしまう客や，禁煙店へのたばこ会社から
の営業（新型たばこは臭くないですよ，害がないですよ
という内容）が多い．いったんは新型たばこを可能とし
た禁煙飲食店でも客同士のトラブルや健康リスクやにお
いの問題から，再び新型たばこも含めた禁煙にする店も
少なくない．喫煙可能であった飲食店が禁煙に踏み切っ
た際のノウハウを共有することで，経過措置対象の店舗
であっても禁煙化に踏み切る店舗が増加してほしい．

VII．法施行後の課題

2020年 4 月に改正健康増進法・東京都受動喫煙防止条
例が施行され，東京では約85％，それ以外の地域でも約
50％程度の飲食店が屋内完全禁煙の規制対象となり，対
象外であっても「原則屋内禁煙」に則って禁煙化に移行
する店舗が多くなるが，「路上喫煙防止」に関連する日
本特有の課題がある．屋内完全禁煙が進んだ諸外国では，
店舗の外の屋外スペースでの喫煙が可能であった．しか
し，日本では多くに地域において，「路上喫煙禁止区域」
が設定されており，店舗の外のスペースで喫煙をさせる
ことができない，という問題がある．このハードルが「屋
内禁煙化」に踏み切れない理由として掲げる店舗も少な
くない．喫煙したい顧客に対し，店先での喫煙は条例に
より認められない際の対応策としては近隣の喫煙所を案
内するなどの工夫をする店が多いが，近隣にそのような
喫煙所が設置されていない場合も少なくない．

図 2　飲食店の禁煙化を後押しする冊子（一部抜粋）
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また，仮に，店先の路上において喫煙が可能であって
も，近隣住民とのトラブルになることもあり，店先での
喫煙自体を禁じている禁煙の飲食店もある．法施行後，
各店舗に求められる新たな課題としては喫煙者への対応
という問題がある．
喫煙専用室に関しても課題がある．設置を希望する飲
食店に対し，自治体によっては多額の費用を助成してい
る．現行の法律や条例では移行措置として，喫煙専用室
の設置が認められているが，たばこ規制枠組条約の条件
において，このような喫煙専用室の設置に対しては，受
動喫煙を防止できないとされている．そのため，喫煙専
用室の設備はいずれ法律的にも認められないものになる
可能性がある．その際の撤去費用に関しても，自治体は
助成する必要が生じてくる．また，大手チェーン店など
は自主的に数百万円の費用をかけて喫煙専用室を設置し
ていることもあり，今後の法改正時に大きな反発を受け
る可能性がある．
法律・条例の遵守状況を確認するインフラも十分に
は整っていない．各自治体ではコールセンターやWeb・
メールなどの窓口を設置し，違反している店舗の通報を
一般市民から収集する．しかし，すぐに営業停止という
わけではなく，幾度かの「注意」を経て改善が見られな
い場合に，罰金等の法的措置が取られるという．そのよ
うな状況下で，飲食店がどの程度，法律・条例を遵守す
るかどうか，今のところはわからない．一部の自治体で
は，業者による店舗表示などの監視を予定しているとこ
ろもある．施行後，各自治体の成功事例をシェアするこ
とで，全国的にコンプライアンスを高める必要がある．
その際には一般住民の参画が大きなキーとなりうる．

VIII．おわりに

本原稿は，2020年 3 月に執筆しており，まさに新型コ
ロナの感染拡大の真っただ中である．飲食店では前月に
比べ約 4 割程度の売上げが減少したと報告する調査もあ
り，法施行前に業界全体におけるダメージの大きい状況
が続いている．本人の喫煙や受動喫煙が肺炎の重症化に
影響を与えることもあるため，新型コロナによる飲食店
の経営悪化が，「禁煙化」に対する障壁にならないこと
を祈りつつ， 4 月以降の動向に注目したい．
飲食店の経営者には従業員や客の健康を守る環境を作
るためにも，「原則屋内禁煙」のルールを遵守してほし
いと思う．
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